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平成３０年９月２６日 

日本金属熱処理工業会 

会員各位 

日本金属熱処理工業会 

会長 原 敏城 

 

前略 日頃は、当工業会の事業に格別のご支援、ご協力を賜り厚くお礼申し上げます。 

さて、例年実施しております「素形材産業取引適正に関するフォローアップ・アンケート」を本年も

下記のとおり、経済産業省の依頼に基づき実施することになりました。 

 調査の概要は次のとおりとなります。 

 調査対象：会員全企業（二つ以上の素形材団体に加盟されている企業については、いづれか一つの団  

体に調査票を提出され、提出しない団体にその旨ご連絡ください。） 

 提出期限：３０年１０月１７日（水） 

 提出先 ：各組合事務局 

      東部金属熱処理工業組合 Mail:info@tobu.or.jp  FAX：03(3452)7336 

            中部金属熱処理協同組合  Mail:info@chubu.or.jp  FAX：052(881)3406 

      西部金属熱処理工業協同組合 Mail:info@seibu.or.jp  FAX：06(6479)1341 

 お忙しい中での調査になりますが、何卒、宜しくお願い致します。 

 なお、ご不明な点は末尾に記載の日本金属熱処理工業会事務局にご連絡ください。 
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各 位 

経済産業省 素形材産業室 

 

素形材産業取引適正化に関するフォローアップ・アンケート調査について（調査依頼） 

 

平素より経済産業行政に対する御理解御協力を賜りまして、心より御礼申し上げます。 

経済産業省では、皆様の御協力の下、本年５月に「素形材産業取引ガイドライン」の改訂公表を行い

ました。改訂にあたりましては、素形材関係業界団体の御協力をいただき誠にありがとうございました。 

これらのガイドラインの周知徹底や定期的な見直しは極めて重要なものと認識しており、昨年実施し

ましたフォローアップ調査に続き、本年も取引実態に関わる調査を実施いたしたく、適正取引の取組状

況について、調査の御協力をよろしくお願いいたします。 

つきましては、本調査の取り組みにご理解頂きますとともに、下記調査にご協力を頂きますようお願

い申し上げます。 

なお、調査にあたっては、素形材 8工業会のご協力を得て、各工業会経由でアンケート票の発送・回

収をお願いしております。 

 

記 

 

１．調査目的 

(1)本調査により、適正取引等の状況を把握し、さらなる普及促進に当たっての課題を検討する。 

(2)課題の整理に当たっては、業界ごとの違いや特徴等を把握する。 
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【素形材産業取引適正化の推進に向けた流れと本調査の背景等】 

①素形材産業においては、発注側の企業は、経営層やコンプライアンス部門は適正取引の知見や関心

はあるものの、素形材企業と取引を行う調達部門等においては、下請法などの法的知識を十分持ち

合わせていない場合が多く、中小企業の多い素形材企業と取引先企業との適正な取引を確保し、我

が国素形材企業の健全な発展と競争力の強化を目指すもの。 

②素形材産業における適正取引等の推進のためのガイドラインが策定（平成 30 年 5 月最終改訂）さ

れ、素形材企業及び取引先企業において普及・啓発することは、双方にとってメリットが大きいこ

とから、毎年取引状況を継続的にフォローアップし、ガイドラインの実効性を確保していくことが

重要とされている。 

③昨年度、経済産業省は、世耕プランにおける賃上げに向けた「メリハリの効いた取組」の一環で、

下請取引対策の抜本的強化を進めるため、下請法・運用基準改正等と併せ、業種毎の取組の浸透・

定着を図る方針を打ち出し、これに応じる形で業界団体等によって自主行動計画が策定（素形材産

業界は、平成 29年 3月策定、平成 30年 6月最終改訂）された。 

④この自主行動計画において、ガイドライン等の普及に向けた活動を進めることや、自主行動計画の

定期的なフォローアップ及びＰＤＣＡの実行のため、ガイドラインのフォローアップのための調査

や会合等を積極的に活用、連携するとされている。 

 

２．調査対象  素形材産業８工業会の会員企業 

 

３．調査事項 素形材産業取引適正化に関するフォローアップアンケート調査票（エクセルシート） 

アンケートは「受注者用」と「発注者用」の二種類がありますので、該当する方の 

シートでご回答くださるようお願いいたします。 

なお、「受注側」と「発注側」の両方の立場にある場合は、両方のシートにご回答くだ

さるようお願いいたします。 

 

４．調査方法 素形材８工業会から会員企業に対し調査を行います。 

(1)工業会から対象企業に二種類の調査票（エクセル）を送付 

(2)調査票を受けた企業は、該当する調査票（エクセル）（回答）を工業会に送付 

 

５．提出期限 各企業から工業会へは、１０月１７日（水）（厳守）でお願いいたします。 

 

６．留意事項    複数の団体の会員となられている場合、当該複数の団体からそれぞれ調査依頼が届く

場合がございます。この場合は、いずれか一団体のみにご回答ください。 

 

 

 

 

事務局：日 本 金 属 熱 処 理 工 業 会 
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